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バンコク気候変動会議 

2018年9月4日―8日 

 バンコク気候変動会議は、本日、タイのバンコクにある国連会議センターにて開会、

2018年9月8日まで続けられる。この会議では、実施に関する補助機関の第48回会合(SBI 

48-2)、及び科学的技術的助言のための補助機関の第48回会合(SBSTA 48-2)を再開、パリ

協定の特別作業部会第1回会合の第6部 (APA 1-6)が開催される。 

本会議への期待感 

本会議の目的は、パリ協定作業計画(PAWP)の進捗を図ることであり、2015年のパリ協

定の運用を可能にすべく、その詳細を詰める必要がある。PAWPは、2018年12月のポー

ランドでのカトヴィゼ気候変動会議（COP24）までに採択される予定であり、作業終了の

期限が迫る中、締約国は、ボン気候変動会議（2018年4月30日―5月10日）において、カ

トヴィゼでのPAWPの「期限内の終了（timely completion）を確保するためバンコクで追

加の交渉会合を開催することで合意した。 

バンコクでの交渉の主な課題の中には、パリ協定の循環性及び繰り返しという特性に関

係するものがある、これらの特性のため、締約国は、5年間隔で、それぞれの国家決定貢献

(NDCs)を提出する、もしくは透明性及び責任（accountability）枠組の下での進捗状況に

関し定期的に報告を行うほか、パリ協定の目標に向けた全体的な進捗状況を評価するため、

5年ごとにグローバル・ストックテイクを開催することになる。交渉の関係では、次の問題

に焦点を当てる予定： 

NDCsの明確性、透明性、理解を高める情報 (APA)； 

NDCsの特性 (APA)； 

NDCsの計算 (APA)； 

行動及び支援のための透明性枠組、これには温室効果ガス(GHG)排出量の報告、及び開発

途上国に供与され、動員される資金援助に関する報告が含まれる (APA)； 

グローバル・ストックテイクに関係する問題 (APA)； 
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NDCsの共通時間枠 (SBI)； 

NDC登録簿のモダリティ及び手順(SBI) 

 

バンコクで議論される予定のPAWPのテーマで他の重要なものには下記が含まれる： 

パリ協定の実施を促進し、その遵守を推進するための委員会(APA)； 

公的な干渉を通して提供され動員される資金源の計算 (SBSTA)； 

開発途上国の適応努力の認識(SBI及びSBSTA)； 

適応報告書 (APA)； 

対応措置実施の影響に関するフォーラム (SBI及びSBSTA)； 

パリ協定第6条に基づく自主的な協力、これには市場ベース及び非市場ベースの手法を含

める (SBSTA)； 

 

APA、SBSTA、SBIを取り仕切るオフィサーは、8月16日発表の合同リフレクション・

ノートの中で、バンコク会議参加の締約国に対し、PAWPの全項目に関し交渉のたたき台

について合意する必要があると強調し、そのようなたたき台は、明確かつスリム化したオ

プションを記載し、本会合の成果を速やかに決定書草案文書に置き換えるに足る詳細を示

す必要があると強調した。これらオフィサーは、バンコク会合をCOP 24の前に交渉を進

める「最後の機会（the last opportunity）」と称し、この目的が達成されない場合、カト

ヴィゼで満足の行く成果を上げられるかどうかが「危うく（in jeopardy）」なると警告す

る。 

UNFCCCプロセスの起源 

気候変動に対する国際政治の対応は、1992年、国連気候変動枠組条約(UNFCCC)の採択

に始まる、この条約は、国際的な気候変動協力の法的枠組及び原則を定めたもので、「気

候系に対する危険な人為的な干渉」を回避すべく、GHGsの大気濃度安定を目指す。この

条約は、1994年3月21日に発効、197の締約国を有する。 

UNFCCCの効果性を高める目的で、1997年12月に京都議定書が採択された。この議定

書で、先進工業国及び市場経済移行国は6種のGHGsバスケットの排出削減数量目標を約束

する。京都議定書は、2005年2月16日に発効、192の締約国を有する。その第1約束期間は

2008年から2012年で行われた。2012年のドーハ改定書は、2013年から2020年の第2約束
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期間を設置した。ドーハ改定書は、144の締約国が批准した後に発効する予定である。2018

年8月29日現在、115の締約国がドーハ改定書を批准している。 

2015年12月、締約国はパリ協定を採択した。この協定の規定では、全ての国はNDCsを

提出し、その緩和、適応、実施手段に関する全体の進展状況を、5年ごとのグローバル・ス

トックテイクにおいてレビューする。パリ協定は、2016年11月4日に発効、2018年9月3

日現在、180の締約国がこの協定を批准した。 

主要な転換点 

ダーバン・マンデート：パリ協定の交渉マンデートは、2011年、南アフリカのダーバン

での国連気候変動会議において採択された。締約国は、強化された行動のためのダーバン・

プラットフォーム（ADP）に関する特別作業部会を発足することで合意、2015年より遅く

ない時期に「条約の下で、全ての締約国に適用可能な議定書、他の法的文書、もしくは法

的効力を有する合意成果」を作成し、2020年に発効することをマンデートとした。加えて、

ADPは、2℃目標に関するプレ2020年野心のギャップを埋める行動を探究することもマン

デートとした。 

リマ：2014年、ペルーのリマでの国連気候変動会議は「気候行動のリマ宣言（Lima Call 

for Climate Action）」を採択、これはパリ協定に向けた交渉の進展を進めた。この宣言は、

交渉文書草案の要素並びに国家決定貢献約束草案（intended nationally determined 

contributions (INDCs)）の提出及び合成のプロセスについて、その詳細を推敲するととも

に、プレ2020年野心も議論した。 

パリ：2015年、フランスのパリで国連気候変動会議が開催され、12月12日に、パリ協

定を採択するに至った。この協定には、世界の平均気温の上昇を産業革命前の水準より2℃

以下で抑えるとの世界目標が含まれ、さらに1.5℃の上昇に制限するための努力を追求する

ことが盛り込まれる。また、気候変動の悪影響に適応するための締約国の能力向上、及び

低GHG排出量で気候耐性のある開発に向けた経路に合わせ、資金フローを作ることも目指

す。協定は、各国の異なる状況に鑑み、衡平性、並びに共通するが差異のある責任及びそ

れぞれの能力という原則を反映し、実施されることになる。 

パリ協定の下で、各締約国は、5年間隔で、より野心的なNDCsを連続して報告すること

になる。NDCsに2025年までの時間枠が含まれる締約国は、2020年までに新しいNDCを
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報告することが求められ、NDC時間枠が2030年までの締約国は、2020年までに貢献量を

報告する、または更新することが求められる。 

パリ協定の主要な特色には、透明性枠組、及びグローバル・ストックテイクと称される

プロセスが含まれる。締約国は、このプロセスを2023年に開始し、以後5年ごとに、緩和、

適応、実施方法に関する全体の進捗をレビューする。この協定には、さらに適応、資金、

技術、損失と損害、遵守に関する条項も含まれる。 

締約国は、パリ協定採択時に、PAWPを立ち上げ、APA、SBI、SBSTAによるものも含

め、協定の運用細則を作成することとした。締約国は、2018年に、パリ協定の長期目標に

向けた全体の進捗状況を把握する促進ダイアログを開催することで合意した。このプロセ

スは、現在、タラノア・ダイアログと称される。 

さらに、締約国は、パリにおいて、パリ協定の目標達成には、全ての国及び非締約国利

害関係者がより強力かつ野心的な気候行動をとる必要があることで合意した。リマーパリ

行動議題に則り、数名の非締約国利害関係者は、パリで、ユニラテラルな緩和プレッジを

披露、登録された行動は1万件以上に及んだ。非締約国の利害関係者による行動への注目は、

2016年に立ち上げられた世界気候行動のためのマラケシュ・パートナーシップを通しても

続いた。 

マラケシュ：2016年11月7-18日にマラケシュで国連気候変動会議が開催されたが、こ

れには、第1回のパリ協定締約国会議(CMA 1)が含まれた。締約国は、PAWPに関係する

数件の決定書を採択しており、これには次のものが含まれた：2018年までに作業を終了さ

せるべきこと；キャパシティ・ビルディングに関するパリ委員会の委任事項；パリ協定9.5

条（先進国による事前の隔年資金報告）に則り提供されるべき情報を特定するプロセスの

開始。他に採択された決定書には次のものが含まれた：損失と損害のワルシャワ国際メカ

ニズム(WIM)の5か年作業計画を承認；技術メカニズムの強化；ジェンダーに関するリマ作

業計画の継続及び強化。 

フィジー／ボン：2017年11月6-17日、ドイツのボンで、フィジーのCOP議長職の下、

フィジー／ボン気候変動会議が開催された。このCOPではタラノア・ダイアログが立ち上

げられ、「実施のためのフィジー・モーメンタム（Fiji Momentum for Implementation）」

が設立された、これはプレ2020年の実施及び野心に優位性を持たせる決定である。さらに

このCOPは、PAWPの終了に関するガイダンスを提供し、適応基金はCMA 1-3までに決
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定がなされることを条件に、パリ協定においても役目を果たすと決定した。さらに締約国

は、地方の地域社会及び先住民のプラットフォーム、WIMの執行委員会、資金に関する常

任委員会、適応基金を、さらに発展させる、もしくは、ガイダンスの提供を行った。 

SBSTA 48、SBI 48、APA 1-5：2018年4月30日から5月10日のこの会合で結論に達し、

決定がなされた項目の多くには、PAWPに関する議論を捕捉し、これらの問題の考察を続

けるとの締約国の合意が含まれる。この作業を補助すべく、締約国は、APA共同議長に対

し、8月1日までに、「交渉のための合意されたたたき台（agreed basis for negotiations）」

の作成を助ける「ツール（tools）」を作成するよう要請した。この会議のユニークな特色

は、タラノア・ダイアログであった。「我々はどこにいるか？（Where are we?）」、「ど

こへ行きたいのか？（Where do we want to go?）」、「どうやってそこへ行くのか？（How 

do we get there?）」という質問を中心に設計されたこのプロセスにおいて、締約国及び

利害関係者は、2018年12月のカドヴィゼ気候変動会議において提示されるべき統合報告書

に情報を提供するストーリーを共有した。 

会合期間外のハイライト  

第20回GCF理事会会合：緑の気候基金(GCF)理事会は、2018年7月1-4日、韓国のSongdo

で第20回理事会会合を開催した。この理事会では特定の問題での決定が行われる一方、76

件のプロジェクトのポートフォリオの追加は行われず、投資基準を支援する新しい政策に

関しても合意に達せなかった、また認定組織として新しいパートナーを加えることもでき

なかった。  

第26回BASIC閣僚会議：BASIC（ブラジル、南アフリカ、インド、中国）諸国は、2018

年5月19-20日、南アフリカのダーバンで会合した。BASICの閣僚は、共同声明の中で、包

括的でバランスのとれたPAWPの成果を確保するため、他の締約国と協力すると約束し、

バンコク気候変動会議では、パリ協定の実施に関する全ての問題及び相互関係を網羅する

締約国主導の交渉文書を打ち出す必要があると強調する。 

第9回ピーターズバーグ気候ダイアログ：35の諸国の閣僚及び他の代表、並びに

UNFCCC補助機関の議長及び共同議長は、2018年6月18-19日、ドイツのボンに集まり、

野心的な行動を遅らせることの影響、正しい転換の確保、PAWP、気候資金、タラノア・

ダイアログについて議論した。結論文書では、特に、2018年に、PAWPを成功裡に終了さ
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せ、タラノア・ダイアログの政治フェーズでは、建設的な意見交換を続けるとの閣僚達の

約束に焦点を当てた。 

第2回気候行動に関する閣僚会議(MoCA)：EU、カナダ、中国が2018年6月20-21日、

ベルギーのブリュッセルで開催したMoCAは、36か国の政府閣僚及び他の政府代表が集合

した。議長のサマリーでは、閣僚達が、「パリ協定は不可逆的であり、再交渉されるもの

ではないことを確認し、その多国間主義の重要性を強調した」ことに焦点を当て、気候行

動及び気候支援のモーメンタム構築の重要性を強調したことにも注目する。 

実質的なリンクに関するラウンドテーブル：このラウンドテーブルは、APA、SBSTA、

SBIで審議されるPAWPの多様な部分同士の相互関係に関し、締約国の理解を深めるため、

2018年8月3日にバンコクで開催された。 
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Masthead: (Note: On your translations, you may include reference to your name in the 

third line just before where it says: “The Digital Editor is Kiara Worth.” (i.e. Arabic 

translation by Noha Haddad. Or Chinese translation by Qi Yue. Or Japanese translation 

by GISPRI?.) We do this with our French translations. 

This issue of the Earth Negotiations Bulletin © <enb@iisd.org> is written and edited by Jennifer 

Allan, Ph.D., Katherine Browne, Aaron Cosbey, Dina Hestad, and Mari Luomi, Ph.D. Japanese 

translation by Global Industrial and Social Progress Research Institute (GISPRI). The Digital 

Editor is Kiara Worth. The Editor is Pamela Chasek, Ph.D. <pam@iisd.org>. The Director of IISD 

Reporting Services is Langston James “Kimo” Goree VI <kimo@iisd.org>. The Earth Negotiations 

Bulletin is published by the International Institute for Sustainable Development. The Sustaining 

Donors of the Bulletin are the European Union (EU) and the Kingdom of Saudi Arabia. General 

Support for the Bulletin during 2017 is provided by the German Federal Ministry for the 

Environment, Nature Conservation, Building and Nuclear Safety (BMUB), Italian Ministry Ministry 

of the Environment and Protection of Land and Sea, Japanese Ministry of Environment (through 

the Institute for Global Environmental Strategies - IGES), New Zealand Ministry of Foreign Affairs 

and Trade, Swedish Ministry of Foreign Affairs, Government of Switzerland (Swiss Federal Office 

for the Environment (FOEN), and SWAN International. Specific funding for coverage of this meeting 

has been provided by the EU, the Kingdom of Saudi Arabia, the Ministry of the Environment and Protection of 

Land and Sea of Italy, and the Austrian Federal Ministry for Agriculture, Forestry, Environment and Water 

Management.Funding for translation of the Bulletin into French has been provided by the 

Government of France, Québec, and the Institute of La Francophonie for Sustainable 

Development (IFDD), a subsidiary body of the International Organization of La Francophonie 

(OIF). The opinions expressed in the Bulletin are those of the authors and do not necessarily 

reflect the views of IISD or other donors. Excerpts from the Bulletin may be used in 

non-commercial publications with appropriate academic citation. For information on the Bulletin, 

including requests to provide reporting services, contact the Director of IISD Reporting Services 

at <kimo@iisd.org>, +1-646-536-7556 or 300 East 56th St., 11D, New York, NY 10022 USA. The 

ENB team at the Bonn Climate Change Conference - November 2017, can be contacted by e-mail 

at <jennifera@iisd.org>. 

主要用語： 

 

 日本語 

ENB Report | SB 48-2 | 4-9 September 2018 | 

IISD Reporting Services 

ENBレポート | SB 48-2 | 2018年 9月 4-9

日 | IISDレポート・サービス 
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IISD Reporting Services, through its Earth 

Negotiations Bulletin (ENB) Meeting Coverage, 

will cover the Bangkok Climate Change 

Conference - September 2018, from 4 to 9 

September 2018, from the UN Conference 

Centre (UNCC) in Bangkok, Thailand 

IISDレポート・サービスのアース・ネゴシエー

ション・ブレティン（ENB）による会議カバレ

ッジは、 2018年 9月 4日から 9日、タイのバ

ンコクにある国連会議センター(UNCC)から、

2018 年 9 月のバンコク気候変動会議のカバレ

ッジを行う予定。 

IISD Reporting Services, through its Earth 

Negotiations Bulletin (ENB) Meeting Coverage, 

is covering the Bangkok Climate Change 

Conference - September 2018, from 4 to 9 

September 2018, from the UN Conference 

Centre (UNCC) in Bangkok, Thailand 

IISDレポート・サービスのアース・ネゴシエー

ション・ブレティン（ENB）会議カバレッジは、

2018年 9月 4日から 9日、タイのバンコクに

ある国連会議センター(UNCC)から、2018年 9

月のバンコク気候変動会議の報告を発行中。 

Earth Negotiations Bulletin, Meeting Coverage, 

SBSTA, SBI, APA, Paris Agreement Work 

Programme, PAWP, Article 6, Nationally 

Determined Contributions, NDCs, Adaptation, 

Finance, Technology, Capacity Building, 

Katowice, COP 24, Bangkok Climate Change 

Conference - September 2018, from 4 to 9 

September 2018, UN Conference Centre 

(UNCC), Bangkok, Thailand, SB 48-2, ENB, 

IISD Reporting Services, International 

Institute for Sustainable Development 

アース・ネゴシエーション・ブレティン、会議

カバレッジ、SBSTA、SBI、APA、パリ協定作

業計画、PAWP、第 6条、国家決定貢献、NDCs、

適応、資金、技術、キャパシティビルディング、

カトヴィツェ、COP 24、バンコク気候変動会議 

－ 2018年 9月、2018年 9月 4日から 9日、

国連会議センター(UNCC)、バンコク、タイ、

SB 48-2、ENB、IISD報告サービス、国際持続

可能な開発研究所 

Earth Negotiations Bulletin (ENB) アース・ネゴシエーション・ブレティン 

Volume 12 Number 727 | Tuesday, 4 

September 2018 

12巻 727号 |2018年 9月 4日火曜日 

Wednesday, 5 September 2018 2018年 9月 5日水曜日 
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